（別記１－３）　
都道府県が策定する地域活動指針の策定及び
同指針に基づき定める要件の設定に係るガイドライン
第１　基本的考え方
　多面的機能支払交付金は、地域の多様な実態を踏まえた活動が可能となるよう、別記１－２の国が定める活動指針及び要件を基礎として都道府県が策定する地域活動指針と、これに基づき都道府県の定める要件に基づき実施する。
　地域活動指針に位置付ける活動項目は、地域共同による農用地、水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全管理のための推進活動であって、かつ、地域共同で行う活動に限る。
　また、国が定める活動指針に基づき定める要件（以下「国が定める活動要件」という。）を下回らない範囲で、地域の多様な実態を踏まえた活動が可能となるよう、都道府県は、地域活動指針に基づき要件を定める。
第２　地域活動指針策定の考え方
　地域活動指針は、本施策の趣旨･目的、自然条件及び農地維持活動及び資源向上活動の実態等の地域特性等を十分に踏まえた上で策定するものとし、具体の考え方は次のとおりとする。
１　農地維持活動
（１）地域活動指針の構成については、別記１－２の活動指針の構成（点検・計画策定、実践活動、研修）と同じとすること。
（２）地域活動指針の活動区分については、別記１－２の活動指針の活動区分と同じとすること。
（３）地域活動指針の活動項目については、別記１－２の活動指針の活動項目と同じとすること。ただし、必要最小限の活動項目を追加することはできる。
（４）地域活動指針の活動内容については、別記１－２の各活動内容と同じとすること。ただし、各活動内容に追加的に記述することはできる。
（５）地域活動指針の活動要件については、（３）及び（４）で定めた活動項目及び活動内容を踏まえ、修正することができる。
２　資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）
（１）施設の軽微な補修
　①　地域活動指針の構成については、別記１－２の活動指針の構成（機能診断・計画策定、実践活動、研修）と同じとすること。
　②　地域活動指針の活動区分については、別記１－２の活動指針の活動区分と同じとすること。
　③　地域活動指針の活動項目については、別記１－２の活動指針の活動項目と同じとすること。ただし、必要最小限の活動項目を追加することはできる。
　④　地域活動指針の活動内容については、別記１－２の各活動内容と同じとすること。ただし、各活動内容に追加的に記述することはできる。
⑤　地域活動指針の活動要件については、③及び④で定めた活動項目及び活動内容を踏まえ、修正することができる。
（２）農村環境保全活動
①　地域活動指針の構成については、別記１－２の活動指針の構成（計画策定、啓発・普及、実践活動）と同じとすること。
②　地域活動指針の「計画策定」に係る活動項目については、別記１－２の活動指針の活動項目と同じとすること。
③　地域活動指針の「テーマ」については、別記１－２の活動指針のテーマに対し、特定のテーマの削除及び新たなテーマの追加を行うことができる。
④　地域活動指針の「啓発・普及」及び「実践活動」に係る活動項目については、別記１－２の活動指針の活動に対し、特定の活動の削除及び新たな活動の追加を行うことができる。
⑤　地域活動指針の各活動内容については、変更することができる。
⑥　地域活動指針の活動要件については、③及び④で定めた活動項目及び活動内容を踏まえ、修正することができる。
３　資源向上活動（施設の長寿命化のための活動）
（１）別記１－２の国の指針は、一般的な活動を整理したものであり、地域の状況に応じて対象施設・対象活動に関する指針を策定する。
（２）地域の状況に応じて、農地に係る施設や対象活動を追加することができる。この場合には、当該活動については、対象組織が管理する水路、農道等の施設の長寿命化のための活動を行った上で、交付金の範囲の中で実施することができる旨を記載する。
第３　地域活動指針に基づき定める要件の設定の考え方
１　農地維持活動及び資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）について、地域活動指針に基づき定める要件は、別記１－２に示す国が定める活動要件を下回らない範囲で、地域の多様な実態を踏まえた活動が可能となるよう定めるものとし、具体の考え方は次のとおりとする。

（１）農地維持活動

　国が定める活動に加え、地域活動指針に活動を追加することで、地域の特性に応じた活動要件を設定することができる。

（２）資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）

①　機能診断・計画策定、研修、実践活動

　 実践活動については、国が定める活動に加え、地域活動指針に活動を追加することで、地域の特性に応じた活動要件を設定することができる。

②　農村環境保全活動

　 国が定める活動要件のうち、資源向上活動の実態、地方公共団体の施策等を十分に踏まえた上で、特定のテーマ又は活動を必須とする等の変更を行うことができる。

２　資源向上活動（施設の長寿命化を図る活動）に係る地域活動指針において定める要件については、国が定める活動要件に加え、活動の実態や施設の老朽化の進行状況等を十分に踏まえた上で、必要に応じて、工事１件当たり２百万円以上の活動を実施する場合の要件を設定することができる。

具体的には、工事１件あたり２百万円以上の活動を実施することができる対象施設・対象活動、内容について都道府県知事と協議を求める場合の要件、都道府県又は推進組織が行う技術的指導の内容、その他必要な要件を設定することができる。
